
宮城県クレー射撃場の管理運営に関する基本協定書（作成例） 

 

 

宮城県（以下「甲」という。）と≪指定管理者の名称≫（以下「乙」という。）は、宮城県

クレー射撃場（以下「本施設」という。）の管理及び運営に関する業務（以下「本業務」とい

う。）に関し、公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年宮城県条例第

４３号。以下「手続条例」という。）第５条の規定に基づき、次の条項により基本協定（以下

「本協定」という。）を締結する。 

 

 

第１章 総則 

 

 

（趣旨） 

第１条 本協定は、乙が地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「自治法」という。）第

２４４条の２第３項及びクレー射撃場条例。（平成１１年宮城県条例第１６号。以下「管理条

例」という。）第３条の規定に基づき、本施設の指定管理者に指定されたことを確認するとと

もに、本施設を適正かつ円滑に管理するために必要な基本的事項を定めるものとする。 

 

（指定の目的等） 

第２条 乙は、指定管理者として、その能力を発揮し、県民サービスの向上と管理経費の節減

を図り、もって県民の福祉を増進させるよう努めるものとする。 

２ 乙は、本施設が、自治法第２４４条第１項に規定する公の施設であることを十分に理解し、

本業務の実施に当たっては、公共性及び公平性を尊重するものとする。 

３ 前項の目的を達成するため、甲及び乙は、互いに協力し信義を重んじ、対等な関係に立っ

て本協定を誠実に履行しなければならない。 

 

（協定の期間） 

第３条 本協定の期間は、乙が指定管理者に指定された期間（以下「指定期間」という。）で

ある令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までとする。 

２ 本業務に係る事業年度及び会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（年度協定） 

第４条 本協定に定めるもののほか、各事業年度において必要な事項を定めるため、別に年度

協定を締結する。 

 

 

第２章 本業務の範囲 

 

 

（本業務の範囲） 

第５条 乙が行う本業務の範囲は、管理条例第４条に定める業務とし、その細目は、別紙１「業



務仕様書」に定めるとおりとする。 

 

（業務仕様書の変更） 

第６条 本協定締結後に業務仕様書の内容に変更の必要が生じたときは、甲乙協議の上、変更

することができるものとする。 

 

（自主事業） 

第７条 乙は、本施設の設置目的に合致し、かつ、本業務の実施を妨げない範囲において、自

己の責任と費用により、自主事業（本業務の範囲内で行う事業以外の事業をいう。以下同じ。）

を実施することができるものとする。 

２ 乙は、自主事業を実施しようとするときは、甲に対して自主事業実施計画書を提出し、事

前に甲の承認を受けなければならない。 

３ 甲は、前項の承認に当たり、甲乙協議の上、当該自主事業の実施条件等を別に定めること

ができるものとする。 

 

 

第３章 本業務の実施 

 

 

（本業務の実施） 

第８条 乙は、自治法、手続条例、管理条例、その他関係法令等を遵守するとともに、本協定

及び年度協定を基本として、次条の規定により年度ごとに作成する年度事業計画書に従って本

業務を実施するものとする。 

２ 乙は、本施設を常に清潔に保つとともに、利用者に対するサービスの向上を図るものとし、

利用者の増加策に努め、各種のトラブル、苦情等には、迅速かつ適切に対応するものとする。 

 

（年度事業計画書） 

第９条 乙は、毎年度甲が指定する期日までに、次に掲げる事項を記載した次年度の年度事業

計画書を甲に提出し、その承認を受けなければならない。 

 (1) 事業計画 

 (2) 人員配置計画 

 (3) 収支計画 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、甲が必要と認める事項 

２ 乙は、年度事業計画書を変更しようとするときは、甲乙協議の上、変更することができる

ものとする。 

 

（業務の開始準備） 

第１０条 乙は、指定期間の開始の日（以下「指定開始日」という。）の前に、本業務の実施

に必要な資格及び能力を有する人員を確保し、必要な研修等を行わなければならない。 

２ 乙は、必要に応じ、指定開始日前に、甲に対して本施設の視察を申し出ることができるも

のとする。 

３ 甲は、乙から前項の申出を受けたときは、合理的な理由がある場合を除いてその申出に応



じなければならない。 

 

（第三者による実施） 

第１１条 乙は、本業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、本業務の

一部を第三者に委託し、又は請け負わせることについて、事前に甲の承諾を受けたときは、こ

の限りでない。 

２ 乙は、前項の規定により本業務の一部を第三者に実施させようとするときは、甲に、当該

第三者との契約方法を報告し、及び契約書案の写しを提出して協議しなければならない。 こ

の契約を更新し、又は変更しようとするときも同様とする。 

３ 乙が第１項の規定により本業務の一部を第三者に実施させるときは、すべて乙の責任及び

費用において行うものとし、本業務に関して、当該第三者の責めに帰すべき事由により生じた

損害及び増加費用については、すべて乙の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用

とみなして、乙が負担するものとする。 

 

 

第４章 本業務の管理物件 

 

 

（管理する敷地） 

第１２条 乙が本業務の実施において管理する敷地の対象範囲は、別紙２のとおりとする。 

 

（管理物件） 

第１３条 乙が本業務の実施において管理する物件（以下「管理物件」という。）の対象は、

施設及び設備（以下「施設等」という。）並びに物品とし、別紙３のとおりとする。 

２ 乙は、善良なる管理者の注意をもって管理物件を管理しなければならない。 

３ 乙は、管理物件を本業務以外の目的に使用してはならない。ただし、事前に甲の承認を得

たときは、この限りでない。 

 

（施設等の現状変更） 

第１４条 施設等の増築、改築、移設、改造その他の現状変更については、甲がその費用と責

任において実施するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙の必要により、施設等を現状変更しようとするときは、事前

に甲の承認を得た上で、乙の負担により実施するものとする。 

３ 乙は、前項の規定による現状変更を行ったときは、遅滞なく甲の確認を受けなければなら

ない。 

４ 第２項の場合において、当該変更部分に係る所有権は甲に帰属するものとし、乙は、将来

にわたってその償金を請求しないものとする。 

 

（施設等の維持補修） 

第１５条 本施設の設置目的の達成に必要な機能を維持するために必要な施設等の修繕は、甲

が自己の責任と費用において実施するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、施設等の修繕のうち小規模のものについては、乙がその責任と



費用において実施するものとする。この場合において、当該部分に係る所有権は、甲に帰属す

るものとし、乙は、将来にわたってその償金を請求しないものとする。 

３ 第１項の規定による修繕について、本業務と一体として実施することが適当と認められる

ときは、甲乙協議の上、甲の負担において乙に実施させることができる。 

 

（施設等の滅失等） 

第１６条 乙は、施設等が滅失し、又は損傷したときは、直ちにその旨を甲に報告しなければ

ならない。 

２ 乙は、前項に規定する滅失又は損傷が自己の責めに帰すべき事由によるときは、乙の負担

で速やかに原状に回復し、又はその損害を賠償しなければならない。 

 

（鍵の適正管理） 

第１７条 乙は、本施設の管理に必要な鍵の保管及び使用に当たり、当該鍵の保管責任者を置

くとともに、保管帳簿を備え付け、適正に管理しなければならない。 

２ 乙は、前項の鍵を複製してはならない。ただし、甲の承認を受けた場合は、この限りでな

い。 

３ 前項の規定により、乙が甲の承認を受けて複製した鍵の所有権は、甲に帰属するものとす

る。 

 

 

第５章 物品の取扱い 

 

 

（甲による物品の貸与等） 

第１８条 甲は、乙が本業務を実施する場合に必要となる別紙３に示す物品を、無償で乙に貸

与する。 

２ 乙は、指定期間中、物品を常に良好な状態に保つものとする。 

３ 物品が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなったときは、甲は、乙

との協議により、必要に応じて自己の費用で当該物品を購入し、又は調達し、乙に貸与するも

のとする。 

４ 乙は、故意又は過失により物品をき損滅失したときは、甲との協議により、必要に応じて

甲に対しこれを弁償し、又は自己の費用で当該物品と同等の機能及び価値を有するものを購入

し、若しくは調達しなければならない。この場合において、当該購入し、又は調達した物品の

所有権は、甲に帰属するものとする。 

５ 甲が乙に貸与した物品のほか、募集要項（本業務の実施に係る「指定管理者募集要項」を

いう。）、本協定又は年度協定にあらかじめ明示し、乙に購入又は調達を委任した物品の所有

権は、甲に帰属するものとする。 

６ 乙は、甲に帰属する物品について、処分等の異動があったときは、その都度、甲に報告す

るものとする。 

７ 乙は、甲に帰属する物品のうち、財務規則（昭和３９年宮城県規則第７号）第１３９条に

規定する重要物品を処分しようとするときは、事前に甲の承諾を受けなければならない。 

８ 乙は、甲に帰属する物品のうち、甲が必要と認めるものについて、甲から示された備品・



重要物品一覧表により整理するものとし、毎年３月末日の現在高と照合の上、翌月末日までに

甲に報告するものとする。 

 

（乙による物品の購入等） 

第１９条 乙は、本業務の実施に供するため、乙の任意により物品を購入し、又は調達するこ

とができるものとする。 

２ 前項の物品の所有権は、乙に帰属するものとする。 

３ 乙は、第１項の物品を、甲に帰属する物品に準じた一覧表により整理するものとし、毎年

３月末日の現在高と照合の上、翌月末日までに甲に報告するものとする。 

 

 

第６章 本業務実施に係る乙の基本的責務 

 

 

（環境配慮の推進） 

第２０条 乙は、本業務の実施に当たり、電気等の効率的利用、廃棄物の発生抑制とリサイク

ルの推進、環境負荷の低減に資する物品の購入（グリーン購入）その他の環境配慮の取組を推

進するものとする。 

２ 前項に規定する環境配慮の具体的な取組は、別紙４「公の施設の管理運営に関する環境配

慮について」によるものとする。 

 

（情報の公開） 

第２１条 乙は、情報公開条例（平成１１年宮城県条例第１０号）の趣旨に即して、本施設の

管理に係る情報の公開に関する規程を定めるほか、情報の公開に関し必要な措置を講じるもの

とし、情報の一層の公開に努めなければならない。 

２ 前項の規程は、別紙５「指定管理者の保有する情報の公開に関するモデル規程」に準じる

ものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第２２条 乙は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の趣旨に即して、

本施設の管理に係る個人情報の保護に関する規程を定め、個人情報の適正な管理のために必要

な措置を講じなければならない。 

２ 前項の細目は、別紙６「個人情報取扱特記事項」に定めるとおりとし、乙は当該特記事項

を遵守しなければならない。 

 

（適正な行政手続） 

第２３条 乙は、行政手続条例（平成７年宮城県条例第３０号）に基づき、適正な行政手続に

より、本業務を実施しなければならない。 

２ 乙は、行政手続条例に規定する審査基準、標準処理期間及び処分基準（以下「審査基準等」

という。）を定めようとするとき又は変更しようとするときは、事前に甲と協議し、その同意

を得なければならない。 

３ 乙は、前項の審査基準等を定めたときは、これらを事務所における備付けその他の適当な



方法により公にしておかなければならない。 

４ 前２項に定めるもののほか、乙は、適正な行政手続を確保するため、別紙７「公の施設の

管理における公正の確保と透明性の向上について」により実施するものとする。 

 

（秘密の保持） 

第２４条 乙は、本業務の実施に伴い知り得た秘密を外部に漏らし、又は他の目的に使用して

はならない。指定期間が満了し、又は指定を取り消された後においても同様とする。 

２ 乙は、本業務に従事する者に対し、本業務に従事する期間及び従事しないこととなった以

後の期間において、本業務の実施に伴い知り得た秘密を外部へ漏らし、又は他の目的に使用し

ないよう、必要な措置を講じなければならない。 

 

（会計の区分） 

第２５条 乙は、本業務に係る経理とその他の業務（本施設以外の公の施設に係る管理運営業

務、自主事業その他本業務以外の業務をいう。）に係る経理を区分して行わなければならない。 

２ 乙は、本業務について、専用の口座を開設し、本業務の実施に係る収入及び支出を適正に

管理しなければならない。 

 

（文書等の管理） 

第２６条 乙は、乙の役員又は職員（以下「役職員」という。）が本業務の実施により職務上

作成し、又は取得した文書（図画、写真及びスライドフィルム（これらを撮影したマイクロフ

ィルムを含む。）並びに電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られた記録をいう。）を含む。）であって、乙の役職員が組織的

に用いるものとして、乙が保有しているもの（以下「文書等」という。）について、公文書の

管理に関する条例（令和７年宮城県条例第４５号）第５３条にのっとり、甲が指示する方法に

より適正に管理しなければならない。 

２ 乙は、前項の文書等を行政文書管理規程（令和８年宮城県訓令甲第１３号）に定める保存

期間に準じ、一定期間保存するものとし、保存期間が満了した文書等の管理は、甲の指示に従

うものとする。 

 

（各種規程等の作成） 

第２７条 乙は、本業務の実施に係る各種規程、要綱等を定めようとするとき又は変更しよう

とするときは、事前に甲と協議し、その同意を得なければならない。 

 

 

第７章 本業務実施に係るモニタリング 

 

 

（年度事業報告書） 

第２８条 乙は、毎事業年度終了後２月以内に、次に掲げる事項を記載した年度事業報告書を

甲に提出しなければならない。 

 (1) 本業務の実施状況に関する事項 

 (2) 本施設の利用状況に関する事項 



 (3) 料金収入の実績及び管理経費等の収支状況に関する事項 

 (4) 使用許可又は使用不許可の件数に関する事項 

 (5) 自主事業の実施状況に関する事項 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、甲が必要と認める事項 

２ 乙は、年度途中において指定管理者の指定を取り消されたときは、指定を取り消された日

から３０日以内に、当該事業年度における指定を取り消された日までの間の年度事業報告書

を、前項の年度事業報告書に準じて作成し、甲に提出しなければならない。 

 

（各種業務報告書）※前条に準じ協定書本文で定めることも可。 

第２９条 乙は、前条に定める年度事業報告書等のほか、別紙１「業務仕様書」に定める各種

の業務報告書について、所定の事項を記載の上、各提出期限までに甲に提出しなければならな

い。 

 

（モニタリングの実施） 

第３０条 甲及び乙は、本施設の適正な管理の確保と利用者サービスの向上を図るため、定期

又は随時に、本業務の実施状況を点検及び確認（以下「モニタリング」という。）するものと

する。 

２ 前項に規定するモニタリングの具体的な実施方法は、甲が別に指示するものとする。 

 

（評価の実施） 

第３１条 甲及び乙は、本施設の効率的かつ効果的な管理運営を図るため、毎事業年度終了後、

本業務の実施状況について、評価を行うものとする。 

２ 前項に規定する評価の具体的な実施方法は、甲が別に指示するものとする。 

 

 

第８章 指定の取消し等 

 

 

（業務の改善勧告等） 

第３２条 甲は、乙が行う本業務の実施について、本協定に違反が認められる場合等、必要に

応じ、乙に対して改善勧告等の指示を行い、期間を定めて改善策の提出及び実施を求めること

ができるものとする。 

２ 乙は、前項により改善勧告等の指示を受けたときは、その指示に従わなければならない。 

 

（業務の停止） 

第３３条 甲は、乙が前条の規定による改善勧告等の指示に従わないときその他乙による本業

務の継続が適当でないと認めるときは、自治法第２４４条の２第１１項の規定により、期間を

定めて本業務の全部又は一部の停止を命ずることができるものとする。 

２ 前項の規定により、期間を定めて本業務の全部又は一部の停止を命じた場合において、乙

に損害等が発生しても、甲は、その賠償の責めを負わないものとする。 

 

（指定の取消し） 



第３４条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、自治法第２４４条の２第

 １１項の規定により、指定を取り消すことができるものとする。 

(1)  

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）及び民事再生法（平成１１年法律第  ２

２５号）の規定に基づく更生手続又は再生手続を開始したとき。 

(2) 財務状況が著しく悪化し、本業務の履行が確実でないと認められるとき。 

(3) 本業務の全部又は一部の停止を命ぜられ、停止解除後における本業務の実施が確実でな

いと認められるとき。 

(4) 暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団の構成員（暴力団の構成団体の構

成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過していない者の統制下

にあると認められるとき。 

(5) 前各号のほか、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。 

２ 前項の規定により指定を取り消した場合において、乙に損害等が発生しても、甲は、その

賠償の責めを負わないものとする。 

３ 乙は、自己の都合により、指定の取消しを求めるときは、その１年以上前に、甲に申し出

て、甲と協議しなければならない。 

 

（不可抗力等による指定の取消し等） 

第３５条 甲又は乙は、不可抗力（天災（地震、津波、落雷、暴風雨、洪水、異常降雨、土砂

崩壊等）及び人災（戦争、テロ、暴動等）であって、甲及び乙のいずれの責めにも帰すること

ができないものをいう。以下同じ。）その他やむを得ない事由により、本業務の継続が困難で

あると判断したときは、相手方に対して、本業務の継続の可否について協議を求めることがで

きるものとする。 

２ 甲は、前項の協議の結果、本業務の継続が困難と認めたときは、自治法第２４４条の２第

１１項の規定により、その指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の全部又は一部の停止を

命じることができるものとする。 

 

（指定管理料の返還等） 

第３６条 甲は、自治法第２４４条の２第１１項の規定により、その指定を取り消し、又は期

間を定めて本業務の全部又は一部の停止を命じたときは、指定管理料の全部又は一部を乙に支

払わず、又は既に支払った指定管理料の全部若しくは一部の返還を乙に請求することができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９章 指定管理料及び利用料金 

 

 

（指定管理料） 

第３７条 甲は、本業務実施の対価として、乙に対して指定管理料を支払う。 

２ 指定管理料の額（消費税及び地方消費税を含む。）は、次のとおりとする。 

 対 象 年 度 指 定 管 理 料  

令和○○年度              円 

令和○○年度              円 

令和○○年度                         円 

計                         円 

３ 甲が乙に対して支払う指定管理料の支払方法は、別途「年度協定」により、毎事業年度定

めるものとする。 

 

（指定管理料の変更） 

第３８条 指定期間中に、著しい物価変動等、指定管理料の額を変更すべき特別の事情が生じ

たときは、甲乙協議の上、変更することができるものとする。 

 

（利用料金）※【第３９条及び第４０条は利用料金制を採用する場合】 

第３９条 乙は、本施設に係る利用料金を乙の収入として、収受することができる。 

２ 利用料金は、乙が≪施設条例の略称≫に規定する利用料金の範囲内において定めるものと

する。ただし、その決定及び改定に当たっては、事前に甲の承認を受けなければならない。 

３ 乙は、前項の規定により利用料金を定めたときは、本施設の利用者等に周知しなければな

らない。 

４ 利用料金に係る事務処理は、別紙８「≪利用料金に係る事務処理について≫」のとおりと

する。 

 

（利用料金の減免） 

第４０条 乙は、あらかじめ甲の承認を受けた減免の基準により、≪施設条例の略称≫に規定

する利用料金の減免を行うものとする。 

２ 乙は、前項に規定する減免の基準を定めたときは、本施設の利用者等に周知しなければな

らない。 

 

 

第１０章 緊急時の対応及び損害賠償 

 

 

（緊急時の対応） 

第４１条 乙は、指定期間中、本業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事態が発生したと

きは、迅速かつ適切に必要な措置を講じるとともに、甲を含む関係者に対して速やかに通報し

なければならない。 

２ 前項の場合においては、乙は、甲と協力して事故等の原因調査に当たるものとする。 



 

（不可抗力発生時の費用負担等） 

第４２条 不可抗力により、乙が行う本業務の実施に支障が生じたときは、乙は、その影響を

早期に除去するため早急に対応措置を講じるものとし、当該不可抗力により発生する損害及び

追加費用（以下「損害等」という。）を最小限にするよう努めなければならない。 

２ 乙は、前項の措置を講じたときは、その内容や程度の詳細を甲に通知しなければならない。 

３ 甲は、前項の通知を受けたときは、損害等の状況を確認するとともに、甲乙協議の上、費

用負担等を決定するものとする。 

 

（損害賠償） 

第４３条 甲又は乙は、本業務の実施において、自己の責めに帰すべき事由により、相手方に

損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

２ 乙は、第３３条の規定により本業務の全部又は一部の停止を命ぜられ、又は第３４条の規

定により指定を取り消された場合において、甲に損害が発生したときは、その損害を賠償しな

ければならない。 

 

（第三者への賠償） 

第４４条 乙が本業務の実施において、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害を与えた

ときは、乙はその損害を賠償しなければならない。 

２ 甲は、乙の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対して賠償したとき

は、乙に対して、賠償した金額その他賠償に伴い発生した費用を求償することができる。 

３ 甲は、乙による本業務の実施において、甲の責めに帰すべき事由により第三者に損害を与

えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

 

（保険） 

第４５条 乙は、本業務の実施において必要な損害賠償保険契約を締結したときは、契約書の

写しを速やかに甲に提出しなければならない。当該保険契約を更新し、又は変更したときも同

様とする。 

 

 

第１１章 本協定終了時の取扱い 

 

 

（業務の引継ぎ等） 

第４６条 乙は、指定期間満了により本協定を終了するとき（指定管理者として継続して指定

されたときを除く。以下「期間満了により本協定を終了するとき」という。）は、甲又は甲が

指定するものに対し、本業務の引継ぎを行わなければならない。 

２ 甲は、期間満了により本協定を終了するときは、その終了に先立ち、乙に対して甲又は甲

が指定するものによる本施設の視察を申し出ることができるものとする。 

３ 乙は、甲から前項に規定する申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除いてその

申出に応じなければならない。 

４ 乙は、第１項に規定する引継ぎに要する乙の費用を負担するものとする。 



 

（原状回復義務） 

第４７条 乙は、期間満了により本協定を終了するときは、乙の責任と費用により指定開始日

を基準として管理物件の原状回復（乙の使用により発生した管理物件に係る価値の減少のう

ち、乙の故意、過失、善管注意義務違反その他通常の使用を超えるような使用による損耗及び

き損を復旧することをいう。以下同じ。）を行い、甲の確認を受けた上で甲に引き渡さなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲が認めた場合には、乙は、管理物件の原状回復を行わずに、

別途甲が定める状態で甲に対して管理物件を引き渡すことができるものとする。 

 

（物品の取扱い） 

第４８条 期間満了により本協定を終了するときの物品の取扱いは、次のとおりとする。 

 (1) 甲に所有権が帰属する物品については、乙は、甲又は甲が指定するものに対して引き継

がなければならない。 

 (2) 乙に所有権が帰属する物品については、原則として、乙が自己の責任と費用で撤去する

ものとする。ただし、甲乙協議の上、両者が合意したときは、乙は、甲又は甲が指定するもの

に対して引き継ぐことができるものとする。この場合において、当該物品の所有権は甲に帰属

するものとする。 

 

（指定の取消しによる本協定終了時の取扱い） 

第４９条 第４６条から前条までの規定は、第３４条又は第３５条の規定による指定の取消し

により本協定を終了するときに、これを準用する。ただし、甲と乙が合意したときは、この限

りでない。 

 

 

第１２章 その他 

 

（リスク分担） 

第５０条 本協定本文に定めのあるもののほか、本業務に関する甲と乙のリスク分担は、別紙

１０「リスク分担表」のとおりとする。 

２ 前項に規定するリスク分担表に定める事項に疑義があるとき又は不測の事態が生じたと

きは、甲乙協議の上、これを決定するものとする。 

 

（重要事項の変更の届出） 

第５１条 乙は、手続条例第７条の規定により、名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏名、

定款等に変更があったときは、遅滞なく、その事実を証する書面を添えて、その旨を甲に届け

出なければならない。 

 

（権利・義務の譲渡等の禁止） 

第５２条 乙は、本協定によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、

又はその権利を担保に供してはならない。 

 



（協定の変更） 

第５３条 本業務の実施に関し、本業務の前提条件や内容を変更しようとするとき又は特別な

事情が生じたときは、甲乙協議の上、本協定の規定を変更することができるものとする。 

 

（障害者の雇用） 

第５４条 乙は、障害者の雇用を促進する観点から、その雇用に努めるものとする。 

 

（合意管轄） 

第５５条 本協定に関する紛争については、仙台地方裁判所を第１審の専属的合意管轄裁判所

とする。 

 

（疑義等の決定） 

第５６条 本協定について、疑義又は定めのない事項が生じたときは、甲乙協議の上、これを

決定するものとする。 

 

 

本協定を証するため、本書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を所持する。 

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

甲 宮城県知事 ○ ○ ○ ○ 

 

 

 

乙（指定管理者） 

所 在 地 

団体の名称 

代 表 者 ＜≪職名・氏名≫又は≪法人格のない団体にあっては、代表者住所・氏名≫＞ 

 



≪共同事業体の場合の条文追加等≫ 

 

〔共同事業体の場合は、以下の部分を追加又は修正する。〕 

 

（代表団体の地位） 作成例第５０条と第５１条の間に追加  

第○○条 乙の代表団体は、乙を代表して、甲との折衝並びに指定管理料の請求及び受領を行

うものとする。 

 

（各構成員の責任） 作成例第５０条と第５１条の間に追加  

第○○条 乙の代表団体及び構成員は、本協定の規定に基づき乙が負担する一切の債務の履行

に関し、連帯して責任を負うものとする。 

 

（重要事項の変更の届出） 作成例第５１条を修正  

第○○条 乙の代表団体及び構成員は、手続条例第７条の規定により、名称、主たる事務所の

所在地、代表者の氏名、定款等に変更があったときは、遅滞なく、その事実を証する書面を添

えて、その旨を甲に届け出なければならない。 

 

（権利・義務の譲渡等の禁止） 作成例第５２条を修正  

第○○条 乙の代表団体及び構成員は、本協定によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡

し、若しくは承継させ、又はその権利を担保に供してはならない。 

 

（指定期間中における構成員の変更の禁止） 作成例第５２条と第５３条の間に追加 

第○○条 乙は、指定期間中において、代表団体を変更し、又は構成員の全部又は一部を変更

してはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



〔以下についても修正する。〕 

 

本協定を証するため、本書を≪甲、乙の代表団体及び各構成員の合計数≫通作成し、甲乙（乙

は、乙の代表団体及び各構成員）記名押印の上、各自その１通を所持する。 

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

甲 宮城県知事 ○ ○ ○ ○ 

 

 

 

乙（指定管理者） 

所在地 

名 称 ≪共同事業体の名称≫ 

代表者 

 

代表団体 所在地 

名 称 

代表者 

 

構 成 員 所在地 

名 称 

代表者 

 

構 成 員 所在地 

名 称 

代表者 

 

 



（添付書類） 

 

 

別紙１ 業務仕様書 施設所管課作成  
 

 

別紙２ 管理する敷地の対象範囲 施設所管課作成  

 

別紙３ 管理物件 施設所管課作成  

 

別紙４ 公の施設の管理運営に関する環境配慮について 別紙のとおり  

 

別紙５ 指定管理者の保有する情報の公開に関するモデル規程 別紙のとおり  

 

別紙６ 個人情報取扱特記事項 別紙のとおり  

 

 参考  指定管理者が行う公の施設の管理に係る個人情報保護基準 

 

別紙７ 公の施設の管理における公正の確保と透明性の向上について 別紙のとおり  

       

 参考  聴聞及び弁明の機会の付与に関する取扱要綱 

 

別紙８ ≪利用料金に係る事務処理について≫ 施設所管課作成  

 

別紙９ 使用料徴収事務処理要領 別紙のとおり  

 

別紙10 リスク分担表 別紙のとおり  

 

 

 


